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＜代表 庄司  茂 より一言＞  

                       顧客等からの不当・悪質なクレームといった著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）

は、従業員に過度に精神ストレスを感じさせるとともに、通常の業務にも支障が出るおそれ

があります。厚生労働省の調査によると、企業に対する調査では、過去３年間に顧客等から

の著しい迷惑行為の相談があった企業の割合は 19.5％、労働者に対する調査では、過去３

年間に勤務先で顧客等から著しい迷惑行為を一度以上経験したと回答した割合は 15.0％に

上り、カスハラに悩む企業、労働者は少なくありません。企業にカスタマーハラスメント対

策の必要性を理解してもらい、自主的な取組みを行ってもらうことを目的に、厚生労働省は

「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」を作成、公表しています。カスタマーハラ

スメントに関する企業責任や、具体的に取り組むべき対策、運用等について詳しく解説がな

されており、参考になります。「暴力、暴言、土下座の強要……そのクレーム、やりすぎて

いませんか？ＳＴＯＰ！カスタマーハラスメント―みなさまに気持ちよく過ごしていただ

くために―」とのキャッチコピーが目を引くポスターを作成しています。より多様な業種で

活用できるよう、何種類かのデザインが用意されています。厚生労働省HP からダウンロー

ドでき、活用にあたり事前申請も不要ですので、積極的に利用してみてはいかがでしょうか。 
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4月以降の雇用調整助成金 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、雇用調

整助成金に特例措置が設けられ、特例措置の延長がこれ

まで繰り返し行われてきました。今回この特例措置が令

和4年6月まで延長されました。また、4月以降の休業に

ついて申請内容をより適正に確認する取組みが始まりま

した。 

◆強化される申請内容の確認 

4月以降の休業にかかる申請から、申請内容の確認が強

化されることになっており、以下の3点を中心に実施され

ます。 

①業況特例における業況の確認の実施 

 毎回（判定基礎期間（1ヶ月単位）ごと）、業況の確認

が行われ、要件を満たしていれば業況特例を、満たして

いなければ原則的な措置（地域特例に該当するときは地

域特例）が適用されます。 

②最新の賃金総額からの平均賃金額の算出 

 初回に算定した平均賃金額を継続して活用していまし

たが、これを見直し、原則として労働保険の令和3年度の

確定保険料の算定に用いる賃金総額により平均賃金額が

算出されます。 

 また、企業規模の変更を希望する場合、常時雇用する

労働者の数、資本の額等により確認が行われます。 

③休業対象労働者と休業手当の支払い確認 

 判定基礎期間の初日において雇用保険の適用が1年未

満の事業主等は、休業対象労働者の氏名、年齢および住

所が確認できる書類の写しおよび休業手当を含む給与の

支払いが確認できる書類等の提出が求められます。 

 

令和４年度の雇用保険料率の決定と年度更新 

雇用保険料率は財政状況に応じて毎年度、見直しが行

われていますが、令和４年度の雇用保険料率についても3

月末に決定しました。令和４年度は例年と異なり、年度

の途中で雇用保険料率が変更となります。 

 

◆令和４年度の雇用保険料率 

 

雇用保険の財政は、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響を受け、急激に悪化しました。一方で、コロナ禍で

雇用保険料率が引き上げられることに対する労使の負担

感も踏まえ、令和４年度については段階的に引き上げら

れることになりました。 

具体的には上期（令和４年4月1日から9月30日まで）

と下期（令和４年10月1日から2023年3月31日まで）

に分けて変更されます。上期の雇用保険料率は、令和３

年度と比較し、会社負担が0.5/1,000 引き上げられる

のみとなります。そのため、給与から控除する従業員負

担の雇用保険料率を変更する必要はありません。 

 

◆注意が必要な年度更新 

 

令和３年度の確定保険料と令和４年度の概算保険料を

申告・納付する令和４年度の年度更新では、令和４年度

の概算保険料（雇用保険分）について、上期の概算保険

料額と、下期の概算保険料額を賃金集計表で計算し、そ

の合計額を令和４年度の概算保険料として納付すること
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え、近所で用事を済ませるようになったため」などを理

由に、自転車利用が増えています。政府も積極的な自転

車利用を推進しているところであり、自転車の通勤や業

務での利用を認めるようになったという企業も多いので

はないでしょうか。 

 一方、自転車事故によって他人の生命や身体を害した

場合に、加害者が高額の損害賠償を命じられる判決事例

も、近年、相次いでいます。業務中・通勤途上の自転車

事故については、使用の実態や事故発生時の状況により

会社責任が問われることもあり、注意を要します。 

 

◆「保険加入」の確認、できていますか？ 

特に注意して確認したいのは、自転車保険等への加入

です。被害者救済の観点から自転車保険等への加入促進

を図るため、自転車活用推進本部（本部長：国土交通大

臣）では「自転車損害賠償責任保険等への加入促進に関

する標準条例」を作成・通知して、条例による自転車保

険等への加入義務づけを要請しております。 

 

◆リスク管理のために 

自転車の通勤・業務利用を許可制としている会社は多

いと思われますが、許可に際して、対人賠償事故保険に

加入しているかを確認することは、リスク管理上、必須

といえます。許可基準として、「通勤／業務に使用する

自転車に関する事故につき、損害賠償責任の保険金額が

無制限の保険を契約していること」などが設けられてい

るか、確認しましょう。 

＜事務所からのご案内＞ 

5 月は、その場で質問しやすい少人数セミナーを開催い
たします。今、最も経営者様を悩ませている「パワハラ対
策」と「問題社員対策」セミナーです。気軽にご参加くだ
さい。 

  

■パワハラ対策ミニセミナー（経営者・管理者向け） 

【日時】 ５月 ２４日（火）  

10: 30 ～ 12: 00 

【場所】 神戸事務所 6F 

【参加費】1 名 4,000 円（顧問先様 2,000 円） 

 

■問題社員対策ミニセミナー（経営者向け） 

【日時】 ５月 ２４日（火）  

13 : 30 ～ 16 : 30 

【場所】 神戸事務所 6F 

【参加費】1 名８,000 円（顧問先様 4,000 円） 

 

           

になっています。 

例年であれば、前年度の賃金額の合計を集計すること

で、確定保険料と概算保険料を算出できますが、令和４ 

年度の年度更新は複雑になります。 

 

新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者の取扱い 

◆コロナ対策の政府方針を変更 

厚生労働省は、「B.1.1.529 系統（オミクロン株）が

主流である間の当該株の特徴を踏まえた感染者の発生場

所毎の濃厚接触者の特定及び行動制限並びに積極的疫学

調査の実施について」（３月16日事務連絡（３月22日

一部改正））を発出し、また、首相官邸は「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」を３月17日に改

訂しました。それに伴い、事業所等で感染者が発生した

場合の濃厚接触者の取扱いが変更になりました。 

◆職場での濃厚接触者の特定が不要に 

厚労省の事務連絡では、「オミクロン株については、

感染・伝播性が高く、潜伏期間と発症間隔が短いため、

感染が急拡大し、それに伴い濃厚接触者が急増すること

から、その全てにこれまでと同様の一律の対応を行うこ

とは、保健所機能そして社会経済活動への影響が非常に

大きい」としています。 

そのため、同一世帯内以外の事業所等（高齢者や基礎

疾患を有する人等、重症化リスクの高い者が多く入所・

入院する高齢者・障害者施設や医療機関、保育所、幼稚

園、認定こども園、小学校、義務教育学校、特別支援学

校および放課後児童クラブを除く）で感染者が発生した

場合に、保健所等による積極的疫学調査や濃厚接触者の

特定・行動制限は求めないことになりました。 

 

◆待機期間短縮へ 

同一世帯内で感染者が発生した場合は、同居する家族

は濃厚接触者となり保健所等の指導による行動制限を行

う必要があります。濃厚接触者の待機期間は、同居者が

発症した日を０日として原則７日間（８日目に解除）で

すが、４・５日目の抗原定性検査キットで陰性確認後、

５日目から解除が可能となりました（この場合の待機解

除の判断について、保健所による個別の確認は不要）。 

改めて見直しておきたい企業の自転車管理 

◆増えている自転車の通勤利用 

新型コロナウイルスの影響により、「運動不足解消の

ため」「満員電車の密を避けるため」「在宅の時間が増


